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I はじめに
近代刑法の大原則である罪刑法定主義に基づき，閤民の自由及び人権を保
障するために刑法は厳格に解釈されなければならないが，フランスではその
原則伝刑法典に規定している1)。刑法を厳格に解釈するということは，刑罰
法規の文理解釈を意味するものではない。場合によっては，法秩序全体の理
念，崩法の機能と目的，刑罰法規の保護法益と保護の目的などの諸要素を考
慮して，法の意味を具体化する，すなわち，目的論的に解釈をする必要があ
ることは広〈承認されている。目的論的な解釈を展開する場合，耶罰法規の
意味を:'~良定的に解釈したり，拡張的に解釈したりすることが必要となること
もありうる。わが留の刑法典には刑罰法規の厳格解釈に関する規定は存在し
ないが，所与の原則として承認されており，罪刑法定主義の派生原理として
類推解釈は禁止されている 2)。ただ，禁止される類推解釈と許容される拡張
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解釈の隈界をめぐっては，争いのある事例には事欠かない。古〈は，大審院
が電気は管理可能であるから窃盗罪の客体である「物(財物)Jであると判
断した判例3)をはじめとして，写真コピーの文書性を認めた判例4)，鳥獣保
護法にいう「弓矢を使用する方法jによる鳥獣の「捕獲jには捕獲しようと
したが失数した行為も含むとした判例5) など枚挙に蝦がな~，6)。このような
解釈については拡張解釈の枠を趨えており類推解釈ではないかという批判が
加えられており，わが国の判例ではかなり疑わしい拡張解釈が行われてきた
傾向にあるとの指摘もある 7)。
諸外国の例を見た場合，電気窃盗の可罰性が問題となった際には， ドイツ
ではこれな否定した8)のに対して，プランスでは破鼓読が電気窃溢の成立を
肯定した9)。フランス破鼓院は，所有可能な物の性格は物の物理的な性質に
は依拠していない。すなわち，電気は寓(財産)であり，適切な装置によっ
て測定することができる。確認しうる伝播によって，製造者の所有から顧客
(契約者)の所有へと移転させることができる。 したがって，顧客(契約者)
は自らの選択に従い電気を利用することができるのであり，電気はi自刑法
379条にいう物であるという理論構成をとって，電気窃盗の可罰性を肯定し
た。このような解釈は，管理可能性説にしたがって電気窃盗を肯定したわが
閣の判例と類似しているように思われる。この破捜院の判例以蜂，電気そ
初めとしたエネグギー窃盗の可罰性が広〈肯定される形となったが，現行刑
法典においては 311-2条において，他人の利益に反するエネノレギーの不法な
領得は窃盗とみなすという規定が設けられて，立法的な解決が閤られてい
る10)。
フランスにおいても，わが国と問様に，社会の進展とともに，刑法解釈の
限界佐めぐって問題が提起されているが，最近，問題となった事例の中で特
に関心を引いたものとして 2っそあげることができる。まず， HIV感染者
が性的接触により他者に対して故意に HIVを感染させた場合，刑法上どの
ような犯罪が成立するのかという問題であり，次に，胎児に対して過失致死
傷罪が成立しうるかという問題であった。 HIV感染に関しては，まず薬害
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の開題として提起され，被害者らは毒説罪での訴追を望んでいたが，最終的
には破段院は製品の品質に関する不正行為の罪を適用して，毒殺罪の成立を?
否定する見解を示した。ただ，この破段続の解釈には多くの問題点が指摘さ
れており，毒殺罪の解釈をめぐって大きな議論の対象となった。胎児性致死
傷については，わが国では水俣病事件最高裁決定が母体傷害・法定的符合説
にたって，胎児性傷害を肯定する見解を示したが，フランスでは，臨月近い
妊婦を自動車事故により負傷させその結果として胎児を死産させたような場
合に過失致死罪の成苔が争われ，下級審では過失致死罪の成立が肯定された
のに対して11)，破毅院はこれを否定した12)。このような破段院の見解につ
いては，厳しい批判が加えられている。
この二つの争点はわが閤においても解釈論上慎重な検討を要する問題であ
る。フランスにおける HIV感染の開題，胎児性致死傷に問題については，
以前に検討を加えたことがあるが13)，その後の状況などを踏まえて，刑法
解釈の限界という視点から比較法的な検討を?加えたいと考える。
j主
1) 例えば， フランス刑法 111-4条は，刑認法規は厳格に解釈されると規定している
(art.111-4 du Code penal， Dalloz， 2007， p.13.)。
2) 被告人に有利な類推解釈は容認されてきた。判例では，責任阻まF事由としての資
任無能力(1日刑法 64条)を遼警界にも拡大してきたし，緊急避難は!日刑法のもと
で正当化事由として広〈認められ，現行刑法典 122-7条には緊急避難の規定が設け
られることになった。
3) 電気窃盗事件判決(大判明治 36・5・21刑録9・874)。
4) 写真コピーの文書性については，最判昭和 51・4・30fU集 30・3・453，最判昭和 54・
5・30刑集 33・4・324，最判昭和 58.2・25刑集37.1・1，最半日昭和 61・6・27jflJ集40・4・
340 i'参照。
5) 鳥獣保護法違反事件判決(設事l平成8・2・8刑集50・2・221)。
6) 拡張解釈と類鍛解釈をめぐる裁判例については，大塚仁他編『大コンメンターノレ
刑法〔第2版〕第 1巻J43頁以下参照。
7) 例えば，四回典之 F刑法総論.!(2006) 54頁参照。
8) ドイツの判例については，ロクシン『刑法総論第 1巻第 3版(翻訳第 l冊分).1
〔町野朔・吉田主主之監訳J(2003) 139頁参照。
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9) Cass. crim. 3 aout 1912 : 5.1913， 1， p. 337， note Roux 
10) Art. 3ll-2 du Code penaI， DaIloz ed.， 2007， p.623. 
ll) 肯定した裁判例としては， リヨン控訴院 1997年3月 13日判決，ランス控訴銃
2000年2月3臼判決などがある。未遂康之「胎児に対する過失傷容と過失致死傷
罪の成否一一フランスの裁判例を巡って一一j清和法学研究7巻2号 (2000)76 
頁以下参照
12) 破鍍続判決については，求道康之「胎児性致死Jj:否定したフランス破段院判例に
ついてJi苓1法学26巻2号 (2003)41 1'[以下参照。
13) 未遂康之「フランスにおけるエイズタイルスの感染と刑事支任一一 <5ang
contamine)事件判決を中心に一一」清和法学研究 2巻 1号 (1995)231 1'[以下，
fプランスにおける性的行為によるエイズタイノレス感染と刑事資任J清和法学研究
6巻 1号(1999)173頁以下， f胎児に対する過失傷害と過失致死傷罪の成否一一フ
ランスの裁判例な巡ってー j清和法学研究7巻 2号 (2000)75頁以下， f胎児性
致死を否定したフランス破毅続判例についてj南山法学 26巻 2号 (2003)41貰以
下参照。
I HIV感染をめぐる刑法解釈
フランスでは，日IVに感染した非加熱製剤の投与による血友病者への
HIV感染が問題となった薬害事件，いわゆる <Sangcontamie)事件。におい
て，毒説罪の適用が可能であるのかという議論が提超された。わが閣では，
薬害エイズ事件では業務上過失致死罪の成否が問題となったが，フランスで
は過失犯の成否ではなく，故意犯の成否が争われた。私訴原告人の一部は製
品の品質を偽った不正行為の罪という特別法違反で告訴したが，一部の私訴
原告人は当時の国立輸血センター長等の保龍衛生省の責任者に対して毒説罪
での訴追ぞ求めた。毒殺罪の成否については，予審段階では認められたにも
かかわらず，この 2つの告訴は製品の品糞を偽った不正行為の罪に統合され
ることになった。裁判では，パリ大審裁判所，パリ控訴審，破捜院のいずれ
の段階でも，毒殺罪の成立は否定された2)。最終的に，破毅読 2003年 6月
18日判決では，国立輸血センター及び保健衛生局の責任者に対する，毒殺
220 
刑法の解釈に関する一考察一一フランス法の視点から
第，過失致死罪，不救助罪の成立をいずれも否定する結論が示された3)。
最終的に破毅院が示した見解とは，毒殺罪が成立するためには，行為者が
毒説罪と人の生命への故意によるその他の侵害の罪との共通の主観的要素で
ある殺意をもって行動しなければならないが，故意に投与された物質が必然
的に死を惹起しうる危険性をもつものであることを事実上認識していること
が証明されれば毒殺罪の故意は存在するというものであった。すなわち，毒
殺罪は殺人罪の加重類型であり，毒殺罪が成立するためには，毒殺の故意が
必要であるが，本件では毒殺の故意を認定することができないというもので
あった。下級審では，毒殺罪の故意とは，死を惹起させうる物費であること
を認識しつつ供与することによって人を殺害する意思であると定義された。
本件では，いずれの被告人も HIVに感染していた非加熱製剤であることを
認識しつつ血友病患者に投与はしたが，それによって血友病患者を殺害する
意思はなかったと認定されたのであった。フランスの裁判所が，毒殺界の成
立を否定したのは，日IVに感染した非加熱製剤が死守惹起しうるものであ
るという認識をもっていたという証拠を認定することができなかったことが
大きく影響しているものと考えることもできょう4)。
しかし，裁判所が示した毒殺罪を否定する理論構成は識しい批判にさらさ
れたことも事実である。そもそも毒殺罪が殺人罪の加重類型であるという前
提自体に問題があったからである。わが盟では毒殺罪という悶有の犯罪類型
は存在しておらず，毒殺にも通常の殺人罪の規定(刑法 199条)が適用される
ことになるので，殺意がなければ当然殺人採は成立しないことになる。殺意
とは，一般的には「行為の客体が生命のある人であることを認識し，かっ，
自己の行為によって，その人の死という結果を生じさせることを意図し，あ
るいは視の結果が生じることを予見・認容することである」と定義されてい
る5)。殺意は確定的なものでなくても，死の結果発生を予見しそれを認容し
ていれば未必的な故意が認定されている。ベルギー刑法の毒殺界規定6)のよ
うに，毒殺罪が毒物を用いた殺人罪であると定義されているのであれば，毒
殺罪の故意には毒物を利用して人を殺害する意思が求められることは当然の
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帰結であろう。すくなくとも，毒物であることを認識しつつそれを利用すれ
ば人が死ねことを予見し認容しているということは明白であり，故意を認定
することができるはずである。 HIVに感染した非加熱製剤であることを認
識しつつそれを血友病者に投与すれば血友病者に死の結果が発生することは
予見できたであろうが，認容したとまではいえないというのが実情であろ
つ。
ところが，フランスの毒殺罪規定は，ベノレギーの毒殺罪規定とは異なり，
死を惹起する危険性のある物質を投与することによって人の生命に危害を加
える行為を処罰の対象としており， したがって，故意が犯罪事実の認識であ
るとすれば，毒殺の故意とは，死を?惹起する危験性のある物質を投与するこ
とにより人の生命に危害を加える意思と定義されるはずで、ある7)。破盟院は
毒殺罪の故意は f人を殺害する意思Jであると定義したが，厳密には毒殺罪
の故意とは「人の生命に危害を加える意思」と定義されなければならないの
ではないか8)。そもそも，フランスの毒殺罪は侵害犯でもなく結果犯でもな
い。毒殺罪(刑法221田5条)は，毒物の投与によって人が死ねことは構成要件
の内容とはしていない。死を惹起する可能性のある毒物を投与する行為自体
を処罰しているのであって，毒物が投与されれば犯罪は完成し既遂に遣する
のである。また，刑法改正作業の中で，毒殺罪規定は削除される予定であっ
たにもかかわらず，血友病者に対する HIV感染事件が社会的に大きな問題
としてとりあげられるようになったことから，最終的には毒殺罪は現行刑法
典にも残される結果となった。その際にも，危害犯 (attentat)であるという
形式は維持されることになったが，ただ，条文の配置として毒殺罪は殺人罪
と並び f生命に対する故意の侵害」という鮪に位置づけられることになっ
た。しかし， この点については毒説罪の性質の理解が必ずしも正確になされ
ていない，すなわち，主義殺罪は死の結果発生を構成要件要素とはしておら
ず，毒殺行為自体を処罰の対象としている形式犯であるから，毒殺罪と殺人
罪とはその構造を異にするという批判が加えられている叱毒殺罪は殺人罪
の加重類型ではなく，独立の犯罪類型であると理解しなければならず，殺人
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の故意と毒殺の故意とは厳密に芭別しなければならないにもかかわらず，破
設院はこの点について明らかな誤解をしているという批判を受けてもやむを?
えないように思われる。
非加熱製剤による HIV感染は故意に基づく犯罪行為であると評価するこ
とが困難な事案であったが，次に提起された問題は，予防措置をとらない性
的接触により故意に HIV~感染させた行為者に対して成立する犯罪の確定
であった。この問題については，刑法改正作業の中で， 1991年に元老院で
は，エイズワイノレスの故意による感染を人の身体の完全性に対する故意の侵
の罪の一類型として規定しようとしたが，この規定は留民議会によって削
除された10)。ところが，予防措置をとらずに性的関係をもつことによって，
行為者が HIVに感染していることを知らない 2人の女性に，感染している
ことを隠して HIV~感染させた行為について，ストラスプー/レ大審裁判所
2004年 6月28自の判決では，人の健康に有害な物質の投与による身体の完
全性の侵害の罪(刑法222ω15条)が適用され， その結論がコノレマーノレ控訴院
2005年 1月4自判決によって支持されll)，破毅院2006年 1月 10日判決に
おいてもこの結論が肯定された12)。
1990年代初めから，全国エイズ評議会 (Conseilnational du sidalは，エイ
ズ感染の予防という見地から，性的接触による HIV感染については，、パー
トナーがお互いに危険性とその帰結を共有しあうべきであり，性的関係の際
のHIV感染に関する司法手続きにおいても責任の分担を考慮に入れる必要
があるという見解をとっていた。一方，性的関係による HIV感染が司法の
場に訴えられることはあったが，最終段賠にたどり着くものは少なし前述
の事件以前には，ノレーアン大審裁判所 1999年9月22自判決13)が，同様の
事案において，人の健康に有害な物質の投与による身体の完全性の侵害の罪
を適用したものがあげられる程度である。このような状況で，破殻院の判決
が大いに注目される結果となった。
2005年 10月に元老院が公表した性的接触による HIV感染の刑法上の処
理に関する比較法的研究では，① HIV感染を特別法で規定している諸国
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(デンマーク等)，②感染性の病気の蔓延に関する刑罰法規を適用する諸国
(オーストリア，スイス等)，③刑法の一般規定を適用する諸国(ドイツ，ス
クェーデン，オランダ，ベルギー，イタリア等)に区別することができる 14)。
わが国では， HIV感染者が感染していることを栢手に知らせずにまた予
防措置もとらずに故意に性的接触等を媒介として他者に対してHIVを感染
させた場合，刑法的にはどのように評価するのが妥当だろうか。最高裁昭和
27年 6月6日判決が性交による病毒の感染について傷害罪の成立を認めて
いることから 15)，性交の相手がHIVに感染すれば少なくとも毎害罪の成立
を認めることは可能と思われる 16)。
プランスの判例では，人の健康に有害な物質には，放射繰物質も含まれる
とするものもあり， HIVのような感染性のワイノレスはこれに該当すること
は明らかである 17)。 したがって，性的接触によってHIVを感染させれば，
人の健康に有害な物質の投与による身体の完全性を害する罪の適用は可能で
ある。それでは，毒殺罪の適用は可能で、あろうか。毒殺罪が成立するために
は，人の死を惹起する可能性のある物質を投与する行為が必要であるが，
HIVが人の死を惹起する可能性のある物貿と判断できるか，さらに，毒殺
罪の成立に必要な故意とは何か，の検討が必要である。エイズはまだ完治で
きる治療が確立ちれていない感染性の病気であり， HIVに感染すれば死の
結果発生の危険性は否定できないことから，死を惹起する可能性のある物質
であると認定することは十分可能であろう 18)。問題は，毒殺罪の故意であ
るが，これまでの破毅院の見解に従えば，毒殺罪の成立には人を殺害する意
思が必要である。問題となった事例では，被告人は相手の女性に対して
HIVに感染していることを告知していないうえ，コンドームの装着などの
予防的措置をとらずに性的な関係をもっていた，これまでにも無防備な性的
な関係を数多くの女性と有していた，等の事実が認められる。このような
ケースでは，被告人には被害者に HIVを感染させるという認識は認められ
ても， HIVを感染させて被害者の死を予見し認容すると認めることは難し
いのではなかろうか。ただ，そもそも，毒殺罪は通常の殺人罪の構成要件と
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は異なり，死の結果発生が構成要件要素として求められておらす，毒物が投
与されることで犯罪は完成することから，理論的には，苑を惹起する可能性
のある物質であることを認識しつつ，それを投与し， HIVを感染させれ
ば，毒殺罪は既遂に達したと評価できるはずである。毒殺罪は毒物を用いた
殺人未遂行為を既遂として規定する犯罪類型であることから，毒物であるこ
とを?認識しそれを投与するという認識があれば，被害者の死の結果発生を認
識・認容することまでは必ずしも必要ないとするのが論理的な解釈であろ
フ。
以上の検討から，毒殺罪の適用は理論的には可能であるが，実務的な処理
としては， HIVワイノレスは人の健康に有害な物質にとどまり，人の死を惹
起しうる物質とは認定しなかった。プランスでも起訴便宜主義が採られてい
るので，重罪に該当しうる事件を軽罪として扱い訴追すること(いわゆる軽
罪化)は手続的には可能である。ただ，問題となった事例では，前述したよ
うに，不特定多数のパートナーとの間で乱れた性的関係があったという事実
関係があったために刑事責任が肯定されたが， HIV感染を知らない特定の
ノtー トナーとの間での予防措置をとらない性的交渉による HIV感染の場合
にも人の健康を害する有害な物質の投与罪の成立が認められるかについて
は， この判決からだけでは明確ではないが，理論的には成立可能性はありえ
るのではなかろうか19)。また， HIVに感染していることを諒して，予防措
を?とらない性符為による HIV感染については，強姦罪(汗日法222-23条)を
適用するのが最も適切であるとの見解も主張されている 20)。
血友病者に対する HIV感染の問題が提起されたことを契機として，毒殺
害は削除されずに現行刑法典lこも残されることになったが，破毅院をはじめ
としてプランスの裁判所は毒殺罪の適用にはかなり慎重であるように思われ
る。特にくSangcontamine)事件判決では，政治家，官僚の刑事責任が間わ
れたことから，裁判所の判断に少なからず政治的な影響があったという事情
も無視できず，裁判所の毒殺罪の解釈にはかなりの無理があるという批判に
は合理性がある。毒説罪の成立を認めない裁判所の解釈は刑罰法規の厳格な
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解釈というよりはむしろ，制限解釈に過ぎないとも考えられるのである。
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要とその批判については， A. Prothais， ( Lesida p♀r complaisance rattrape par le 
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めに世の中をうらみ，手当たり次第性的交渉をもつことで， HIV感染者であるこ
とを知らない相手に HIV~感染させるような場合は， HIVが死守惹起する危険な
物質であるという認識があち，それを汁生約行為により投与し感染させるという意欲
もあることから，毒殺罪の成立は可能であるが，通常のパートナ一関で HIV感染
者であることを知らせないで性的行為に及んだ場合は，死~惹起する危険な物質で
あるという認識はあっても，それを投与し感染させるという意欲に欠けるとして，
区別している (M.-L.Rassat， Droit penal special. Infractions des et contre les par-
ticuliers， 5e ed.， DaIloz， 2006， pp.321 et s.)。これに対して， Prothaisの見解では，
通常のパートナーとの関係でも毒殺罪の適用は可能である。A.Prothais、op.Clt.， 
pp. 914 et s; ( Le sida par complaisance rattrape par le droit penaI >， prec.， p.1068; 
( Dialogue de penalistes sur le sida >， D.1988. chron. 25. 
20) HIV ~こ感染していることを隠して，予防措穫をとらずに性行為を行うことは，
被答者の錯誤を利用して性行為を行っており，被害者の向;窓は無効であって，強姦
界が規定する不意打ち (surprise)による性器挿入行為に該当しうると解釈するこ
とが可能であるとする。 B.Chapleau， op.αt.， pp. 7-8. ~参照。
II 胎児性致死傷をめぐる刑法解釈
フランスでは水俣病のような病状悪化型のケースではなし医師の医療過
誤のため妊嬢中の女性に対して治療的妊娠中絶手術を行ったが死産であった
という事{列1)，交通事故によって胎児が傷害を受けその結果生まれた胎児が
死亡したという事例2)において，胎!尼に対して過失致死罪の成立が可能かと
いう形で問題が提起された。下級審では胎克に配する過失致死罪の成立が認
められたがめ，破鼓院は，罪刑法定主義の原則は部罰法規の厳格な解釈を求
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めており，過失致死を処罰する刑法221-6条が規定する犯罪は生まれるべき
人に拡大適用されることを認めない，死産であった子供には適用されない，
などの理由から，過失致死罪の適用を否定した4)。破設院は，胎児性致死を
否定しているが，過失致死罪の前提となっている「人Jとはすなわち「生存
している人Jでなければならないという見解にしたがっているということが
できょうへ問題となった事件は，母体の中で傷害を受けた胎児が，その傷
害結果によって出産時期が早まり，帝王切開の結巣胎児は死産であったとい
うケースであった。最終的には，胎児~人と認めるかという問題に帰着する
ことになるが，この点については，解釈論上難しい陪題を含んで、いるといっ
てよいであろう。
1999年の事件については，その後，被害者が欧州|人権裁判所に提訴した
が， 2004年7月8日判決6)で，欧州人権裁判所は，胎児が人閣の価値は社会
や科学の利益よりも優越されなければならないことを示した欧州人権条約2
条にいう「人Jであるかという開題に今のところ答えることは望ましくない
し可能でもないとして，胎児が人であるかという開題には立ち入ることな
し胎兇についての明確な法的地位が確立されていないからといって，胎児
がフランス法においてあらゆる保護を奪われることはないことを示した。但
し， この事案の事実関係の下では，胎児の生命は母親の生命と密接に関係し
ており，胎児の生命の保護は母親を通して行われるべきであると判示した。
欧州人権裁判所は胎児が人であるかという開題には答えず，内圏裁判官に開
題の解決を委ねたことになる。
フランスでは，これまでは，陣痛が開始された時点から人として保護され
その段階から盟胎罪ではなく殺人罪または新生児殺(現行刑法典では削除され
た)の客体となると解釈されてきた7)。ただ，人の始期に関するプランス法
の規定は矛盾しているように思われる。まず，民法 16条では，人の優越性
が保障され，人間の尊厳に対するあらゆる侵害が禁止され，生命の開始より
人間の尊厳を保障している 8)。生命倫理に関する 2004年8月6日法(生命倫
潔法)によって改正された保健衛生法L.2151-5条では，原那として人の肢に
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対する研究ぞ禁止しているが，例外的に，カップ/νを構成する男性と女性が
同意しているときには，人の睦を霞害しない態様での研究は法律に定める一
定の条件を遵守すれば，許可される 9)。その一方で， 2001年 7月4日法に
よって改正された保健衛生法L.2212均1条では，妊婦が間窮状態にあるとき
には，妊牒 12週以前であれば医師に人工妊振中絶を願い出ることができる
と規定しており 10)，一定の場合には，着床から保護されるとしている f人
となる存症」に対する侵害を認めている。国際的な規範としては，欧州人権
条約2条はあらゆる人の生きる権利は法律によって保護しなければならない
とする一方， 19ヲ7年の欧州評議会の生命倫理条約は，人または人間の定義
をしておらずただその優越性を保障しているに過ぎない11)。したがって，
胎児を人として保護することができるか否かはこれらの法律の解釈にかかっ
ているといえよう。ただ，胎児の法的な地位については，民法上も，刑法上
も，明確な定義はなく，胎児を人とするかについては，肯定説，否定説，潜
在的な人であるとする見解などが対立しており，どの段階から人としての地
位を獲得するのかについても，受胎からなのか，人工妊娠中絶が許容される
法定期間合経過した段階からであるとするのかについても明確な定義はな
し、。
胎児性致死の成立を肯定する見解は，民法上の保護との関保を重視するも
のであるといえるであろう。民法 16条が示しているように，民法上は生命
の開始より人聞の尊厳守保障しているのであり，この一般原理に従い，出生
前の生命を刑法上も保護していると考えることは可能で、ある。刑法的にも，
人の生命を保護する規定が適用されるためには，必ずしも行為時において人
という客体が存在しなければならないわけでもない。過失致死罪は生命に対
する侵害の罪の中で規定されており，生存している隈り胎児にも適用される
はずである 12)。さらに，不能犯に関する 1986年 l丹16日破毅腕判決13)で
は死体に対する殺人未遂罪の成立を肯定したが，行為の時点で客観的には客
体である人は容在せず既に死亡していた者を殺人罪の客体として保護してい
る。それならば，行為の時点で生まれた人は存在していないとしても潜在的
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な人である胎見に対する過失致死罪を何故肯定できないのであろうか。ある
いは， 1998年 2月4日破殻暁判決14)では，被害者の身分が行為の時点では
受胎すらされていない何者かであることを認めることによって，近親相姦の
被害者である母親が，この関係によって生まれた子供の名前で損害を要求す
ることが受恕されている。これらの事案では，行為の時点、では客体は現実に
は容在していないとしても，一定の範闘で存在するものとして保護の対象と
しているのであるとすれば，行為の時点、では人ではない飴児であったとして
も，人として保護することは，人道主義を掲げた現行刑法典の立法趣旨に反
するものではないとする主張15)には説得力があるのではなかろうか。
また，破段院の見解に対しては，次のような批判も加えられている。刑法
221-6条(過失致死罪)は過失による他人の死ぞ惹起する行為を，すなわち，
生命への侵害を処罰しているが，胎児の生命は受胎より始まるのであるか
ら， この規定には当然に胎児の生命も含まれている。破段院が認めているよ
うに，胎児が過失傷害罪の客体となりうるのであれば16)，何故，より重大
な結果をもたらす過失致死罪の客体となりえないのであろうか。破鼓院が，
出生前に死亡しなければ処罰を肯定しておきながら，生まれる前の胎児の死
は処罰の対象とはならないとするのは理論一貫していない。これは，破毅院
が，胎児に対して，第三者の過失によって生まれなかったのだから，母親の
胎内という惑い場所で，出生前に死亡したことが悪いのだと非難しているこ
とを正当化することになるのではないか的。人間存在の本貿というものは，
その存在の最初の日から最後の日まで変ることはなく開ーである。人間の本
質とは分娩震で変化するものではない18)。
ただ，破接続2003年 12月2日判決19)は，妊娠8カ月の妊婦が自動車事
故に合い，その事故のため帝王切開を余儀なくされ男児を出産したが，その
男児は事故のショックで胎児の段階で傷害を受けその傷害が原因となり，出
生 1時間後に死亡したという事例について，事故を起こした被告人に対して
過失致死罪の成立な肯定した原判決を支持した。この判決では従来の破段院
の結論とは異なり過失致死罪の成立が肯定されているが，帝王切開で出生し
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た子供が生存していたという点で従来の事案とは異なっている。事故で受け
たショックが原因となり出生 1時間後に死亡したので，出生の段暗で子供は
生存していたのであるから，死亡した段階で、は客体としての「人jは存在し
ていたことになり，過失致死罪の適用を認めたものと考えられる。破鼓院
は，妊娠中に第三者によって妊婦に加えられた行為と子供の死亡との関の因
果関係だけではなし胎児に対して加えられた傷害と生まれた子供の死亡と
の分離をも要求したものと考えられる。すなわち，過失致死罪が成立するた
めには，傷害行為は法的には人が存在しない胎児の段階から始まるが，自然
人が生まれた段階で傷害行為が終了していることが必要な要件であるので，
l時間後に子供が死亡した場合にも過失致死罪の成立を常定しているという
ことは，子供が何時間生存したか，生育可能で、あったという要件は不要であ
ると解しているように思われる。
胎児性致死傷に関するフランスの破接続の見解は，胎児を f人」と見るか
という開題には正面からは答えず，侵害行為の段階で「人Jの存在は度外視
して，結果が発生した時点で「人」が存在していれば過失致死傷罪の成立を
肯定するものと考えてもよいであろう。したがって，結果が発生した段階で
既に死亡していた場合には「人jが存在しないことから過失致死罪は成立し
ないが，出生の段階で生きて生まれれば「人jは存在するのであり，新生児
に生育可能性がなく出生直後に死亡したとしても，過失致死罪の成立は認め
うることになる。この見解では，飴児に加えられた攻撃によって生じた毎筈
が出生後も継続して国定している場合(病状劉定型)であっても，過失致死罪
が成立することになる。
また，破援院が出生の時点で新生児が生存していることな重視しているこ
とについては，過失致死罪の客体として胎児が含まれるという解釈をすれ
ば，妊婦が危険なスポーツを行うなどの過失により胎児を死亡させたような
場合も処罰の対象となりうるが，プランスでは自己堕胎行為が不可罰とされ
る以上，過失醸胎行為が処罰の対象となることは不均衡であるという点への
配慮、があると考えられる。しかし，胎児の段階で攻撃を受けその結果生まれ
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た子供に傷害が残った場合な過失致傷罪で処罰するが，一方では，胎児の段
賠で攻撃を受けた結果，生まれた子供は死亡していたという場合を不可罰と
するのは均衡を失するという批判も可能であろう。さらに，過失で動物を殺
害または傷害する行為が処罰の対象となるのに，持来人となる飴児を過失で
傷害し死亡させた行為が処罰の対象とはならないのは，人間の尊厳を尊重す
る思想とは相容れないのではないかという批判も可能であろう 20)。
わが闘では，最高裁が母体傷害・法定的符合説と呼ばれる見解21)をとり，
胎児性致死傷の成立役肯定しているが，プランス破段院は，人の死亡を招来
する危険性のある行為を行い，その結果として，人の死亡を招来すれば，人
に対する罪が成立し，行為の作用が客体に及んだとき，客体が既に人になっ
ていたか，いまだ胎児にとどまっていたかは開題ではないとする作用不問説
といわれる見解にたっているように思われる。フランスでは，母体儀筈説の
ように胎児は母体の一部であるという見解はとられることはない。そもそ
も，民法上は生命の開始から保護の対象となりうるのであって，刑法上は胎
児も生命に対する罪で保護される対象である。不正な妊娠中絶の罪は妊婦
(母体)を保護しているのであり，胎児が保護されているわけではない22)。ま
た，わが国では堕胎罪との関係で，過失堕胎を処罰していないのに，過失に
よる胎児傷害を認めることが妥当かという問題が生じるが，フランスでは向
意のない妊娠中絶の罪及び保健衛生法の不正な妊娠中絶の罪が胎児を保護し
ていない以上，胎児性傷害について過失致死儀罪の成立を認めることについ
て問l塑が生じるわけではない。
母体傷害・法定的符合説をとった場合，堕胎罪で処罰されている行為につ
いては，堕胎罪が特別規定として優先的に適用されることになるので，故意
に胎内や出生産後において死亡させる行為は堕胎罪を構成するが，過失によ
り胎内や出生直後に死亡させる行為については，母体傷害による過失傷害罪
が成立すると解するか，過失堕胎は不可罰であるから賠児性致死の場合も不
可罰と解するか，のいずれかの解釈が可能であると考えられる。なお，秋田
地判昭和 54年 3月29日明月 11巻 3号 264頁)では，交通事故に遭った妊婦
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が約1週間後に早産し，重症の仮死状態で出生した子供が約36時間半後に
死亡した事例について，業務上過失致死罪の成立が否定された23)。最高裁
決定の見解に従っても，自然の分娩期に先立って胎児を出生させ，生まれた
子供は 36時間後に死亡するような生育可能性のないような状態にあった場
合には，過失堕胎の範轄に入るとして「人jの苑として保護する必要はない
と解することも可能であろう 24)0 t，こだ，母体から離れて出生した以上，人
がこの世に生まれ容在しているのであるから，生育可能性の有無によって，
人の生命に対する罪の保護の客体になるか否かが決定される，換言すれば，
生育可能性がないから「人Jの範留から除外することには若子の疑問がない
わけではないし25L 類似の事案で業務上過失致死罪の成立を認めた裁判例
も存在するお)。ただ，最高裁の判断を適用すれば， (過失)臨胎採に該当す
るような事例を人に対する搾で処罰することはできないと解釈することにな
るのであろうか。
フランス破毅院の見解に従えば，出生時には生率したが直後に死亡したよ
うな場合であっても，生きた人が存悲していた以上，過失致死罪が成立する
ことになる。したがって，生きて生まれ36時間後に死亡した場合で、あって
も，出生時に生存していたという要件が充たされればそれで十分であり，生
命保続可能性・生育可能性の要件は不要であるから，当然，過失致死罪が成
立すると考えられる。
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IV おわりに
フランス破鼓院が，刑法の厳格解釈の原則の下に，出生時に死亡していた
胎児に対する過失致死罪の成立を否定する見解を示したことは，立法による
問題解決を霞先したためではないかと考えることも可能である。そこで，過
失妊娠中絶(過失墜胎)罪を処罰する規定を設けるための法律案が提出され
たが，最終的にはこの法律案は否決され，立法による解決は実現されること
はなかっ7こ1)。ただ，フランス破接続の見解では，過失致死罪の成立には，
出生時に新生児が生存していれば十分であり，生命保続可能性の要件は不要
であるため，産後に死亡した場合も過失致死罪で処罰することが可能とな
る。したがって，わが国の最高裁の見解よりは処罰範囲は拡大されていると
いうことはできるであろう。
刑法の厳格解釈のもとでは，傷害の実行行為の段階では客体は胎児しか存
在しておらず，胎児を人と取り扱うことはできないから，胎児性致死傷は不
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可罰であるとする否定説の見解も理解できないことはないが，生命の開始よ
り人としての尊厳をもっという考え方に立てば，胎児も将来「人j になる存
在として保護の対象となると解釈することは不可能ではない。最高裁が母体
傷害説をとった背景には，胎児性致死傷を否定する見解の論拠のーっとなっ
ている，人に対する罪が成立するためには，侵害作用が及んだときに客体と
しての「人」が存在しなければならないという作用必要説への配慮があった
と考えられる。侵害作用の及んだ時点で母体という「人Jが存在していると
することによって，作用必要説からの批判をかわそうとしたものであり，
f人(母体)Jに慢害を加えた結果，出生した「人(生まれた子供)Jに結果が及
んだという構成をとり，故意錯誤論における法定的符合説に流れる基本的な
思想、に基づき客体を「人」という νベノレまで抽象化することで解決しようと
している。最高裁の見解に対しては多くの論者が批判な加えているが2)，結
論の妥当性という点では支持できる見解であると考えられる。ただ，殺人罪
や過失致死罪の構成要件では作用が及ぶという要件は要求されておらず，
結果が及んだ時点で人が存在していれば足りるのであるから，作用不時説を
とることが刑法の厳格解釈に違反しているとまではいえないように思われ
る3)。
HIV感染の刑法的な評価についても，特に性的行為による場合の取り扱
いについては慎重な検討が必要であろうが，フランス刑法の規定の解釈とし
ては，議説罪の適用は解釈論上，無理なく認められると考えられるし，毒殺
罪を適用するという解釈が刑法の厳格解釈に反し，禁止される類推解釈に該
当するということはいえないように思われる。 HIV感染については，それ
が薬害の問題として提起され，政治家や官僚を巻き込んだスキャン夕、lレとし
てプランス社会に大きな影響を与えたことで，裁判所が毒説罪の解釈につい
てはかなり制限的な解釈を行ったのではないかと思われるが，最近になっ
て，破毅院は，性的行為による HIV感染の事案で，毒殺界ではなく健康に
有害な物質の投与罪という一種の犠害罪の適用を認めるに至った。プランス
の裁判実務は，胎児性致死傷の場合と比較して，毒殺罪の適用lこは驚くほど
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慎重な態度を示しているが，そもそも刑法改正の際に廃止される予定であっ
た毒殺罪の規定が，薬害による HIV感染の問題が提起される過程で従来の
危害犯あるいは形式犯としての性質を変えることなく維持されたことから考
えると，何故，毒殺罪の適用について不自然とも思われる解釈がとられるの
か理解しがたいところがある。
結果の重大性にとらわれて刑法を解釈適用することがあってはならないこ
とは当然であるが，刑罰法規の解釈として文理解釈からも，目的論的解釈か
らも可能な解釈であるとすれば，そのような解釈適用を行うことは，罪刑法
定主義に反するものではない。 HIV感染や胎児性致死傷について可罰性を
肯定する解釈をとることは，刑法の厳格解釈に照らしでも，十分認められる
ように思われる。
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